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                                                     令和４年４⽉１⽇ 
 

職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定制度 
審査認定機関募集要項 

 
令和３〜５年度厚⽣労働省委託事業「⺠間教育訓練機関に 
おける職業訓練サービスの質向上の取組⽀援事業」受託者 
ラ ン ゲ ー ト 株 式 会 社 

 
 

厚⽣労働省委託事業「令和３〜５年度⺠間教育訓練機関における職業訓練サービスの質向上の取
組⽀援事業」受託者であるランゲート株式会社は、同事業で実施する職業訓練サービスガイドライ
ン適合事業所認定制度の運営要領に定める審査認定等機関を、以下のとおり募集する。 
 
１．制度の概要 

（１）制度名 
職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定制度（以下「認定制度」という。） 

（２）実施期間 
令和３年 12 ⽉上旬から令和６年３⽉ 31 ⽇まで 

（３）事業受託者 
ランゲート株式会社（以下「事業受託者」という。） 

（４）制度の趣旨  
平成 23 年 12 ⽉に厚⽣労働省が策定した⺠間教育訓練機関における職業訓練サービスガイドライン

（以下「ガイドライン」という。）に基づき、公的職業訓練等の質向上の取組を⾏う⺠間教育訓練機関
に対し、ガイドラインに対する適合の可否を審査認証するとともに、認定制度の普及を図ることで⺠間
教育訓練における職業訓練サービスの質向上を図るもの。 

 
２．本要項で⽤いる⽤語について 
 本要項で⽤いる⽤語は、職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定制度運営要領（以下「運営要
領」という。）に準ずる。 
 
３．募集する⺠間機関について 

（１）名称 
職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定制度審査認定機関（以下、「審査認定機関」という。） 

（２）業務の範囲 
認定制度における審査認定機関の業務の範囲は、運営要領 5.1 のとおりとする。 

 （３）指定と指定を受ける期間 
  応募申請者が、本要項に基づき審査認定機関として指定を受けた場合の指定期間は、認証委員会の認

証に基づき事業受託者から指定を受けた⽇（令和４年６⽉下旬予定）から指定が終了する⽇（令和６年
３⽉ 31 ⽇）までの間とする（ただし、審査認定機関としての指定を受けた者が当該指定を取り消され
た場合を除く）。 
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＜参考・運営要領抜粋＞ 
５ 審査認定機関 

5.1 審査認定機関の指定と業務の範囲 
審査認定機関は、運営協議会が決定した募集要項に基づいて事業受託者が募集し、認証委員会におい

て応募書類の審査及び指定の決定を⾏うものとする。審査認定機関の募集及び指定に係る事務は、事業
受託者が事務局として⾏う。 

審査認定機関は、認証委員会及び事業受託者の指⽰に従って業務を⾏うものとし、その範囲は次の①
から⑦までとする。 

① ガイドライン適合事業所認定の申請受付及び申請事業所の情報管理に関すること。 
② 申請事業所に対する審査及び認定に関すること。 
③ 審査員の研修、管理及びその他審査の実施体制の整備に関すること。 
④ 審査認定機関の業務に係る苦情等の処理に関すること。 
⑤ 認定した適合事業所についての調査・確認、再審査の実施及び認定の取消に関すること。 
⑥ 審査認定機関の業務等の引継ぎに関すること。 
⑦ その他上記①から⑥までに付随する事項に関すること 

 
３．応募資格 

（１）法⼈格を有する組織であること。 
（２）公的職業訓練及び教育訓練給付制度の指定講座を⾃ら実施する者ではないこと。 
（３）反社会的勢⼒（暴⼒団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ⼜は特殊知能暴⼒集団等）で

はないこと。 
（４）次に掲げる全ての事項に該当する者であること。 

なお、法令等違反した者の範囲については、財務諸表等の⽤語、様式及び作成⽅式に関する規則
（昭和 38 年⼤蔵省令第 59 号）第８条に規定された定義、及び連結財務諸表の⽤語、様式及び作
成⽅法に関する規則（昭和 51 年⼤蔵省令第 28 号）第２条に規定された定義のうち「親会社」、「⼦
会社」、「関連会社」、「連結会社」の範囲とする。 

①労働保険・厚⽣年⾦保険・全国健康保険協会管掌健康保険⼜は船員保険の未適⽤及びこれらに
係る保険料未納がないこと （応募時において、直近 2 年間の保険料の未納がないこと。）。 
②応募時において、過去３年間に重⼤な労働関係法令等違反があり、社会通念上著しく信⽤を失
墜しており、審査・認定業務遂⾏に⽀障をきたすと判断される者でないこと。  

（５）審査認定機関として審査及び認定業務を適正に実施するために、以下の全ての事項を満たす体制
等を整備できること。 
① 次の事項に関する規程を策定し、遵守すること。 
i.審査・認定体制 
- 審査・認定業務の独⽴性の保持のための措置 
- 審査・認定業務の適正性・公平性の確保のための措置 
ⅱ.運営管理の責任 
- 事務局体制の明確化 
- 審査・認定業務に関する責任者の配置 
- 審査・認定業務の正確性及び法令遵守のための体制整備 
- 情報管理・秘密保持・個⼈情報保護のための体制整備 
- 苦情処理のための体制整備 
ⅲ.審査・認定業務の原則的な内部完結 
- 審査員を除く委託の禁⽌ 
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ⅳ.審査品質の責任 
- 審査員の確保 
- 書類審査完了の基準 
- 審査・認定結果に対する照会への対応 
ⅴ.審査・認定に係る費⽤の管理 
- 審査認定料の⽀払・返還等の取扱 
- 現地審査旅費の⽀払・返還等の取扱 
- 申請事業所への説明 

② 審査・認定業務について、独⽴した運営体制を構築すること。また、独⽴性を担保する仕組を
構築し、申請事業所等に明らかにすること。 

③ 国内に拠点を 1ヵ所以上設置して、ガイドライン適合事業所認定の申請に係る問合せ、相談等
を受け付けるとともに、全国の⺠間教育訓練機関からの申請を受け付け、審査・認定する体制を
整備すること。 

④ 審査・認定業務の進捗状況及び申請事業所等からの苦情があった場合は、事業受託者に適切に
報告すること。 

⑤ 審査・認定業務を統括する管理監督責任者を配置すること。原則として、管理監督責任者の兼
業は禁⽌すること。（ただし、審査・認定業務の適正性、公平性に影響を及ぼさないと判断される
場合においては、独⽴性を担保する仕組とともに、申請事業所に明らかにすることにより可能と
する。） 

⑥ 以下ⅰからⅴまでの全ての要件を満たす審査員を２名以上確保できること。ただし、審査員の
うち１名は、平成 30 年度以降に厚⽣労働省が実施したガイドライン適合事業所認定制度におい
て、審査実務経験（書類審査、現地審査及び審査結果報告書作成の経験）を有する者⼜は、国際
標準化機構（ISO）が発⾏した規格 ISO29990、29993、21001若しくは 9001 のいずれかの審査
員である者（過去に審査員であった者を含む）とすること。 

なお、この１名は、公的職業訓練⼜は教育訓練給付制度の指定講座に関する業務に従事した経
験を有していることが望ましい。 
ⅰ.審査員資格の登録申請時において、過去 3 年間に重⼤な法令等違反があり、社会通念上著し
く信⽤を失墜しており、審査・認定業務の遂⾏に⽀障をきたすと判断される者でないこと。 
ⅱ.申請事業所（審査を申請しようとする⺠間教育訓練機関を含む。）との利害関係について、審
査認定機関に報告し、明らかにすることを了承する者であること。 
ⅲ.以下のアまたはイに該当する者であること。 
ア 事業受託者⼜は審査認定機関が実施する審査員養成研修を修了した者。なお、事業受託者
による審査員養成研修は令和３年度のみ実施する。 

イ 厚⽣労働省が委託事業として令和２年度に実施した職業訓練サービスガイドライン適合
事業所認定制度における審査員で、継続的専⾨能⼒開発（CPD）実績記録（令和２年度事業
の様式 4-11）を当該事業の受託者に対し令和 3 年 3 ⽉ 31 ⽇までに提出した者。 

ⅳ.審査認定機関の定める服務規程、秘密保持規程等の規則に従う者であること。 
ⅴ.ガイドライン適合事業所認定の審査員として知り得た情報を、審査・認定業務以外の⽬的
（研究⽬的、営業⽬的等）で利⽤しない者であること。 
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４．指定を受けた審査認定機関が徴収できる⼿数料について 
(１)審査認定機関は、申請事業所から審査・認定業務に係る⼿数料を審査認定料として徴収すること

ができる。 
(２)審査認定料は、別添に記載の⾦額を⽬安とする。 
(３)審査認定機関は、予め申請事業所に対して審査認定料の⾦額、⽀払期限及び⽀払⽅法について明

⽰しなければならない。 
(４)審査認定機関は、審査認定料以外に、現地審査に係る旅費（現地審査旅費）を申請事業所に請求

することができる。なお、申請事業所に対して現地審査旅費を請求する場合、現地審査旅費に関す
る内部規程を予め定めておかなければならない。 
(５)審査認定機関は、審査認定料及び現地審査旅費以外のいかなる料⾦も申請事業所に対して求める

ことはできない。 
(６)審査認定機関は、審査認定料及び現地審査旅費の⽀払いが確認された後、申請事業所が求めた場

合は、領収書を発⾏しなければならない。 
(７)審査認定機関は、申請事業所が⾃⼰の都合により申請を取り下げる場合、既に⽀払われた審査認

定料及び現地審査旅費を返還しない。 
(８)審査認定機関は、書類審査及び現地審査を⾏った結果、不適合と認めて認証委員会に報告し、認

証委員会において不適合と認証された申請事業所に対して審査認定料及び現地審査旅費を返還しな
い。 
(９)審査認定機関は、認証委員会において認定取消が認められた申請事業所に対して、認定登録料を
返還しない。 
(10)審査認定機関は、審査認定機関が⾃⼰の都合により審査を中⽌する場合⼜は審査認定機関の責に
より審査が無効となった場合には、既に⽀払われた審査認定料及び現地審査旅費を申請事業所に返
還しなければならない。 
(11)上記の他、審査認定料の取扱については、申請事業所と審査認定機関が誠意をもって協議の上、
解決するものとする。 

 
５．応募の審査等について 
(１)審査認定機関の指定 

事業受託者は審査認定機関としての指定を希望する⺠間機関を募集し、６．（２）の応募書類を不備
なく提出した応募者について、認証委員会の審議に諮る。 

認証委員会では、応募者が３．応募資格に定める要件を満たすかどうか審査し、要件を満たした場合
に、審査認定機関としての指定を決定するとともに、事業受託者が指定の通知を⾏う。 

なお、事業受託者及び認証委員会は応募者に対して、審査認定機関の選定に必要な範囲において調査
等を⾏い、応募書類以外の資料等の提出を求めることができる。 
 (２)審査認定機関の指定の取消について 

事業受託者は、指定した審査認定機関が運営要領に定める指定取消事由に該当する場合には、その事
実を確認し、認証委員会の審議を経た上で、当該審査認定機関の指定を取り消すことができる。事業受
託者が審査認定機関の指定を取り消した場合は、これを公表することができる。 

 （３）事務取扱について 
  （１）及び（２）に関する書類授受や公表等の事務は、事業受託者が職業訓練サービスガイドライン

適合事業所認定制度事務局（以下、「事務局」という。）として⾏うものとする。 
 
  



5 
 

６．応募⽅法 
応募を希望する⺠間機関は、以下の⼿順に沿って申請を⾏うこと。 
(１)応募申請書の請求 

応募を希望する⺠間機関は、事務局に対し、以下に沿って「職業訓練サービスガイドライン適合事業
所認定制度審査認定機関 応募申請書（以下、「申請書」という。）」を請求する。 

① 申請書類請求受付期間 
令和 4年 4⽉ 28⽇（⽊）10 時から同年 5 ⽉ 27⽇（⾦）18 時までの発信⽇時分まで 

② 請求⽅法：事務局あてに電⼦メールにて請求する。 
   事務局受付窓⼝：ランゲート株式会社（担当：⼭⽥） 
     電⼦メール：m_guideline@mb.langate.co.jp 

なお、請求する際、件名に「審査認定機関応募」等の記載を⾏い、電⼦メール本⽂に、申請予定機
関名及び事務担当者の⽒名、所属部署名並びに連絡先電話番号等を記載するものとする。 

 
（２）応募書類の提出 

応募を希望する⺠間機関は、（１）で請求した申請書（下記①）及び下記②から⑤までの書類を（３）
の提出期限までに事務局へ提出する。 

①「職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定制度 審査認定機関応募申請書」 
②登記事項証明書等、応募者の実在を称する公的⽂書 
③定款、寄付⾏為、その他これに準ずる規程類 
④会社案内・営業案内・団体案内等、応募者の事業概要が記載された印刷物 
⑤３.(５）①に基づき策定予定の規程の写し⼜は当該内容が確認できるもの 
 

（３）提出期限 
（２）の応募書類は下記期限までに以下の送付先へ郵送等により提出する。 

期限：令和 4年 5 ⽉ 27⽇（⾦）18 時必着 
送付先：〒604-8141京都府京都市中京区泉正寺町３２８ ⻄川ビル４Ｆ 

ランゲート株式会社内 
職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定制度事務局 

 
７．問い合わせ先   

職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定制度事務局（担当：⼭⽥） 
電話：075-741-7862 メールアドレス：m_guideline@mb.langate.co.jp 

以上 
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ガイドライン適合事業所認定 審査認定料の⽬安⾦額 

 

 

審査認定機関における申前から認定までの主な業務 ⽬安⾦額（税抜） 
申請書類の確認 

・ 申請書類に不備がある場合:申請書類の補正・再提出・追加提出を依
頼  

・ 申請書類に不備がない場合:申請書類の受理 

5万円 
（補正・再提出・追加提
出の場合は無料。） 

書類審査書類審査の実施 
書類審査の結果、書類審査完了の基準を  

・ 満たしている場合:現地審査の準備へ進む  
・ 満たしていない場合:申請書類の補正・再提出・追加提出を依頼 

15万円（+10万円） 
（補正・再提出・追加提
出の場合、追加料⾦は10
万円。この追加料⾦は
2・3回⽬の書類審査に対
して⼀括10万円（税抜）
とする。） 

現地審査の準備  
現地審査決定通知（⽇程の調整等） 
現地審査確認事項通知 

- 

現地審査  
現地審査の実施 
現地審査結果のとりまとめ 
審査会議 

15万円 
（是正活動に係る費⽤を
含む。但し、是正活動は
1回まで。）  
 
[+現地審査旅費] 

是正活動への対応  
是正依頼書の作成・送付 
是正報告書の受付 
是正審査の実施 
是正審査結果報告書の作成・提出 
 

認証委員会に対する審査結果の報告  
審査結果報告書等の作成・提出 

- 

不適合の 
場合 

申請機関に対する審査結果の通知 
不適合事項通知書の作成・送付 

- 

適合の 
場合 

【認定登録料】 
申請事業所に対する審査結果の通知 

認定証の作成・送付 
適合事業所の登録・管理 

申請事業所の申請書類等の保存 
適合事業所の登録情報の変更 
適合事業所に対する再審査・認定取消 

5万円 

<合計> 
40万円〜50万円 
[+現地審査旅費※] 

別添 
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事業受託者（ランゲート株式会社） 御中 
 

職業訓練サービスガイドライン適合事業所認定制度 
審査認定機関応募申請書 

 
 当機関（申請者）は、貴社が令和３〜５年度厚⽣労働省委託事業の受託者として実施する職業訓
練サービスガイドライン適合事業所認定制度における審査認定機関として指定を受けたく、本申請
書及び添付書類⼀式を提出して申請します。 
 なお、当機関は本申請にあたり、職業訓練サービスガイドライン適合事業所制度運営要領 5.2 に
定める審査認定機関としての要件を満たしていることに相違ないことを宣誓します。 

また、当機関は、審査認定機関として指定を受けた以後は、職業訓練サービスガイドライン適合
事業所制度運営要領及び関連規程に記載された⼀切の事項について遵守することを誓約します。 
 
（１）申請者概要 

申請機関名  

所在地 
〒 
 

電話（     ）―      ― 

代表者 

役職名 

（ふりがな）（                 ） 
 
⽒ 名                        

主たる事業 
活動内容  

法⼈設⽴⽇ （和暦）        年    ⽉    ⽇ 

常⽤職員数      名 

申請事務担当者 
の連絡先 

所属部署名  

⽒ 名  

電話番号  

電⼦メール 
アドレス 
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（２）審査・認定業務を実施するための組織体制等 
①募集要項３.（５）①に基づき策定した（予定を含む）の規程名（※規程名を下記枠内に記載
し、規程本体は添付する。） 
 

 
②申請者の国内拠点及び審査・認定体制について（※募集要項３.（５）③の内容について下記枠内
に組織図等を⽤いて記載し、同④及び⑤については枠内の下欄に記載する。別紙としても可。） 
 

苦情相談窓⼝（募集要項３.（５）④関係） 

担当部署名  

住  所  

電話番号  

 

管理監督責任者（募集要項 3.（５）⑤関係） 

役職名  

⽒ 名  
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③審査員として確保する予定の者について（募集要項３.（５）⑥関係、予定者のうち２名記載） 
⽒名 ⽣年⽉⽇ 所属企業・団体等 経歴・略歴等 

こうろう  たろう 

厚労 太郎 
(和暦) 
S50年１⽉１⽇ （株）厚労訓練サービス 

令和２年度実施の認定制度審
査員で〇件程度審査経験あり。 
ISO9001 の審査員資格を保有
し〇〇件程度審査経験あり。 

    

 
（３）添付書類（添付する書類について、下記□内に✔を付す） 
 ①（２）①に記載した規程 
  □規程の写し □その他（                   ） 
 

②登記事項証明書等、申請者の実在が確認できる公的⽂書 
 □現在事項全部証明書 □その他（                ） 
 
③申請者の定款、寄付⾏為、その他これに準ずる書類 
 □定款の写し □その他（                ） 
 
④会社案内・営業案内・団体案内等、申請者の事業概要が記載された印刷物 
 □会社（団体）案内等 □インターネット上の公開情報を印刷したもの 
 □その他（                    ） 
 
⑤直近２年間の申請者に係る租税、保険料納付の滞納がないことを確認できる書類 
 □納税証明書 □労働保険料、年⾦保険料、健康保険料に係る領収済通知書の写し 
 □労働保険料、年⾦保険料、健康保険料に係る⽀払い（引き落とし）が確認できる⾦融機関預
⾦⼝座の通帳の写し □その他（                         ） 

 
（４）当機関の宣誓事項（宣誓する内容について、下記□内に✔を付す） 
 
 
 
 

□ 当機関は、反社会的勢⼒（暴⼒団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ⼜は特種知能暴⼒
集団等）ではありません。 
□ 当機関では、労働保険・厚⽣年⾦保険・全国健康保険協会管掌健康保険（・船員保険）の未適⽤は

なく、これらに係る保険料について本申請⽇から直近２年間に未納はありません。 
□ 当機関では、過去３年間に重⼤な労働関係法令等違反等、社会通念上著しく信⽤を失墜する⾏為

は⾏っておりません。 

(例) 


